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○ 放 送 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 号 ）                        （ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 案 現   行 

（ 公 示 す る 期 間 内 に 申 請 す る こ と を 要 し な い 基 幹 放 送 の 業 務 ） 

第 六 十 六 条 法 第 九 十 三 条 第 四 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 特 別 な 基 幹 放 送

の 業 務 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。 

（ 公 示 す る 期 間 内 に 申 請 す る こ と を 要 し な い 基 幹 放 送 の 業 務 ） 

第 六 十 六 条 法 第 九 十 三 条 第 四 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 特 別 な 基 幹 放

送 の 業 務 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。 

一 ～ 四 （ 略 ） 一 ～ 四 （ 同 上 ） 

五 コ ミ ュ ニ テ ィ 放 送 （ 別 表 第 五 号 （ 注 ） 十 の コ ミ ュ ニ テ ィ 放 送 を

い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 業 務 

五 コ ミ ュ ニ テ ィ 放 送 （ 別 表 第 五 号 （ 注 ） 九 の コ ミ ュ ニ テ ィ 放 送

を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 業 務 

六 （ 略 ） 六 （ 同 上 ） 

  

（ 認 定 の 際 に 指 定 す る 周 波 数 の 表 示 ） 

第 七 十 条 広 帯 域 伝 送 方 式 （ デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 五 章 第 二 節 又

は 第 六 章 第 三 節 に 定 め る 広 帯 域 伝 送 方 式 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 又 は

高 度 広 帯 域 伝 送 方 式 （ デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 五 章 第 三 節 又 は 第

六 章 第 五 節 に 定 め る 高 度 広 帯 域 伝 送 方 式 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） （ 以

下 「 広 帯 域 伝 送 方 式 等 」 と い う 。 ） に よ る 衛 星 基 幹 放 送 の 業 務 に 係

る 法 第 九 十 四 条 第 一 項 第 三 号 の 規 定 に よ る 周 波 数 の 指 定 に 際 し て は

、 次 に 掲 げ る 事 項 を 指 定 す る 。 た だ し 、 第 八 号 か ら 第 十 一 号 ま で に

掲 げ る 事 項 に つ い て は テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 を 行 う 衛 星 基 幹 放 送 の 業 務

の 場 合 、 第 十 二 号 に 掲 げ る 事 項 に つ い て は 超 高 精 細 度 テ レ ビ ジ ョ ン

放 送 に 係 る 試 験 放 送 を 行 う 場 合 で あ つ て 、 二 以 上 の 者 に よ り 一 の 周

波 数 を 一 定 時 間 ず つ 使 用 す る と き に 限 り 指 定 す る も の と す る 。 

（ 認 定 の 際 に 指 定 す る 周 波 数 の 表 示 ） 

第 七 十 条 広 帯 域 伝 送 方 式 （ デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 五 章 第 二 節

又 は 第 六 章 第 三 節 に 定 め る 広 帯 域 伝 送 方 式 を い う 。 以 下 同 じ 。 ）

又 は 高 度 広 帯 域 伝 送 方 式 （ デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 五 章 第 三 節

又 は 第 六 章 第 五 節 に 定 め る 高 度 広 帯 域 伝 送 方 式 を い う 。 以 下 同 じ

。 ） （ 以 下 「 広 帯 域 伝 送 方 式 等 」 と い う 。 ） に よ る 衛 星 基 幹 放 送

の 業 務 に 係 る 法 第 九 十 四 条 第 一 項 第 三 号 の 規 定 に よ る 周 波 数 の 指

定 に 際 し て は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 項 を 指 定 す る 。 た だ し 、 第 八

号 か ら 第 十 一 号 ま で に 掲 げ る 事 項 に つ い て は 、 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

を 行 う 衛 星 基 幹 放 送 の 業 務 の 場 合 に 限 り 指 定 す る も の と す る 。 

一 ～ 十 一 （ 略 ） 一 ～ 十 一 （ 同 上 ） 

十 二 放 送 時 間 帯  
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２ ～ ５ （ 略 ） ２ ～ ５ （ 同 上 ） 

  

（ 報 告 を 要 す る 重 大 な 事 故 ） 

第 百 二 十 五 条 （ 略 ） 

（ 報 告 を 要 す る 重 大 な 事 故 ） 

第 百 二 十 五 条 （ 同 上 ） 

２ ～ ５ （ 略 ） ２ ～ ５ （ 同 上 ） 

６ 前 各 項 の 規 定 は 、 臨 時 目 的 放 送 及 び 試 験 放 送 （ 別 表 第 五 号 の 第 九

号 (3
)

の 試 験 放 送 を い う 。 ） に 係 る 重 大 な 事 故 に つ い て は 、 適 用 し な

い 。 

６ 前 各 項 の 規 定 は 、 臨 時 目 的 放 送 、 試 験 放 送 （ 別 表 第 五 号 の 第 九

号 (3
)

の 試 験 放 送 を い う 。 ） 及 び 衛 星 試 験 放 送 （ 同 号 (4
)

の 衛 星 試

験 放 送 を い う 。 ） に 係 る 重 大 な 事 故 に つ い て は 、 適 用 し な い 。 



 

○ 放 送 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 号 ）                                                    （ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ） 

改 正 案 現   行 

別 表 第 五 号(第 六 十 条 関 係) 別 表 第 五 号(第 六 十 条 関 係) 

 一 ～ 四 （ 略 ）  一 ～ 四 （ 同 上 ） 

 五 放 送 の 種 類 に よ る 基 幹 放 送 の 区 分  五 （ 同 上 ） 

(1
)

 中 波 放 送 (1
)

  （ 同 上 ） 

(2
)

 短 波 放 送 (2
)

  （ 同 上 ） 

(3
)

 超 短 波 放 送 (3
)

  （ 同 上 ） 

(4
)

 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 (4
)

  （ 同 上 ） 

   ア 超 高 精 細 度 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送     

   イ 高 精 細 度 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 を 含 む テ レ ビ ジ ョ ン 放 送    ア （ 同 上 ） 

   ウ 標 準 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送    イ （ 同 上 ） 

(5
)

 マ ル チ メ デ ィ ア 放 送 (5
)

  （ 同 上 ） 

(6
)

 多 重 放 送 (6
)

  （ 同 上 ） 

(7
)

 デ ー タ 放 送 (7
)

  （ 同 上 ） 

 六 （ 略 ）  六 （ 略 ） 

 七 放 送 番 組 に よ る 放 送 の 区 分  七 放 送 番 組 に よ る 放 送 の 区 分 

  (1
)

～ (5
)

 （ 略 ）   (1
)

～ (5
)

 （ 同 上 ） 

     (6
)

 特 定 標 準 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 

  (6
)

 そ の 他 の 放 送   (7
)

 そ の 他 の 放 送 

 八 （ 略 ）  八 （ 同 上 ） 

 九 そ の 他 の 基 幹 放 送 の 区 分  九 そ の 他 の 基 幹 放 送 の 区 分 

(1
)

・ (2
)

 （ 略 ）   (1
)

・ (2
)

 （ 同 上 ） 

(3
)

 試 験 放 送 （ 放 送 及 び そ の 受 信 の 進 歩 発 達 に 必 要 な 試 験 、 研 究 若 し く は 調 査 の た め 又 は 当 該

放 送 を 実 用 に 移 す 目 的 の た め 試 験 的 に 行 う 放 送 を い う 。 ） 

  (3
)

 （ 同 上 ） 

     (4
)

  衛 星 試 験 放 送 （ 衛 星 放 送 及 び そ の 受 信 の 進 歩 発 達 に 必 要 な 試 験 、 研 究 若 し く は 調 査 の た め

又 は 当 該 衛 星 放 送 を 実 用 に 移 す 目 的 の た め 試 験 的 に 行 う 衛 星 放 送 を い う 。 ） 

  

 (注)  (注) 

  一 こ の 表 に お い て 、 「 標 準 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 」 と は 、 電 波 法 施 行 規 則 第 二 条 第 一 項 第 二 十 八 号

の 二 に 規 定 す る 標 準 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 を い う 。 

  一 （ 同 上 ） 

  二 こ の 表 に お い て 、 「 高 精 細 度 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 」 と は 、 電 波 法 施 行 規 則 第 二 条 第 一 項 第 二 十

八 号 の 三 に 規 定 す る 高 精 細 度 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 を い う 。 

  二 （ 同 上 ） 

  三 こ の 表 に お い て 、 「 超 高 精 細 度 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 」 と は 、 電 波 法 施 行 規 則 第 二 条 第 一 項 第 二

十 八 号 の 三 の 二 に 規 定 す る 超 高 精 細 度 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 を い う 。 

   

  四 ～ 十 一 （ 略 ）   三 ～ 十 （ 同 上 ） 

  十 二 こ の 表 に お い て 、 「 難 視 聴 解 消 を 目 的 と す る 放 送 」 と は 、 協 会 の 行 う 地 上 系 に よ る テ レ ビ

ジ ョ ン 放 送 の 難 視 聴 の 解 消 の た め の 放 送 を 含 む 放 送 を い う 。 

  十 一 （ 同 上 ） 

    十 二 こ の 表 に お い て 、 「 特 定 標 準 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 」 と は 、 基 幹 放 送 普 及 計 画 の 定 め る と こ ろ に



 

よ り 、 他 の 放 送 事 業 者 の 放 送 と 同 一 の 放 送 を 同 時 に 行 う 放 送 局 を い う 。 

  十 三 （ 略 ）   十 三 （ 同 上 ） 

  

別表第六の二号(第64条関係) 別表第六の二号(第64条関係) 

 注４  注４ 

  (1) 広帯域伝送方式による衛星基幹放送の業務の場合で、超短波放送、テレビジョン放送又は

データ放送を行う場合は、次のように記載すること。 

    （第68条の規定により一の申請書により二以上の衛星基幹放送の業務の申請を行う場合は、

各放送に係る１秒におけるシンボル数又は１秒における基準シンボル数の合計値を記載

すること。） 

（記載例） （略） 

  ※ 補完放送であつて、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に伴うもの以

外のものを行う場合は、当該補完放送に係る１秒当たりのシンボル数（当該補完放送

に係る１秒当たりのシンボル数の記載が困難である場合にあつては、補完放送に係る

１秒当たりのシンボル数）を明記すること。 

  (1) 広帯域伝送方式等による衛星基幹放送の業務の場合で、超短波放送、テレビジョン放送又は

データ放送を行う場合は、次のように記載すること。 

（第68条の規定により一の申請書により二以上の衛星基幹放送の業務の申請を行う場合は、各

放送に係る１秒におけるシンボル数又は１秒における基準シンボル数の合計値を記載する

こと。） 

（記載例） （同左） 

  ※ 補完放送であつて、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に伴うもの以外

のものの放送を行う場合は、当該補完放送に係る１秒当たりのシンボル数（当該補完放

送に係る１秒当たりのシンボル数の記載が困難である場合にあつては、補完放送に係る

１秒当たりのシンボル数）を明記すること。 

  (2) 狭帯域伝送方式等による衛星基幹放送の業務の場合は、次のように記載すること。 

    （第68条の規定により一の申請書により二以上の衛星基幹放送の業務の申請を行う場合は、

各放送に係る１秒における伝送容量又は１秒における基準伝送容量ごとの合計を記載す

ること。） 

    （記載例） （略） 

      ※ 補完放送であつて、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に伴うもの

以外のものを行う場合は、当該補完放送に係る１秒当たりのシンボル数（当該補完放

送に係る１秒当たりのシンボル数の記載が困難である場合にあつては、補完放送に係

る１秒当たりのシンボル数）を明記すること。 

  (2)  狭帯域伝送方式等による衛星基幹放送の業務の場合は、次のように記載すること。 

    （第68条の規定により一の申請書により二以上の衛星基幹放送の業務の申請を行う場合は、

各放送に係る１秒における伝送容量又は１秒における基準伝送容量ごとの合計を記載する

こと。） 

    （記載例） （同左） 

      ※ 補完放送であつて、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に伴うもの以

外のものの放送を行う場合は、当該補完放送に係る１秒当たりのシンボル数（当該補

完放送に係る１秒当たりのシンボル数の記載が困難である場合にあつては、補完放送

に係る１秒当たりのシンボル数）を明記すること。 

  (3) 高度広帯域伝送方式による衛星基幹放送の業務の場合は、次のように記載すること。 

（第68条の規定により一の申請書により二以上の衛星基幹放送の業務の申請を行う場合は

、各放送に係る１秒における伝送容量又は１秒における基準伝送容量ごとの合計を記載す

ること。） 

（記載例） 中央の周波数 11.72748GHz 

伝送方式 高度広帯域伝送方式 

テレビジョン放送（他のテレビジョン放送を行わない場合に使用する場合

はその旨明記。） 

  シンボル数 11.2520Mbaud（補完放送（音声）を含む。※） 

  スロット数 40スロット 

  変調方式  16ＡＰＳＫ 

  誤り訂正率 ７／９ 

  符号化される映像信号の走査方式及び走査線数 順次／2160本 

  符号化された映像信号の水平方向の輝度信号の画素数 3840画素 

  符号化された映像信号のフレーム周波数 60／1.001Hz 

  符号化された映像信号の一フレーム当たりの垂直方向の輝度信号の画素

  



 

数 2160画素 

 

※ 補完放送であつて、超短波放送の主音声又はテレビジョン放送の映像に伴うもの

以外のものを行う場合は、当該補完放送に係る１秒当たりのシンボル数（当該補完

放送に係る１秒当たりのシンボル数の記載が困難である場合にあつては、補完放送

に係る１秒当たりのシンボル数）を明記すること。 

  (4) (3)の記載によるほか、超高精細度テレビジョン放送の試験放送を行う場合であつて、申

請者と申請者以外の者により、一の周波数を一定時間ずつ使用するときは、次のように記載

すること。 

（記載例） 放送時間帯として希望する時間帯 

（月） １０時～２２時 

（火） １０時～２２時 

（水） １０時～２２時 

（木） １０時～２２時 

（金） １０時～２２時 

（土） １０時～２２時 

（日） １０時～２２時 

ただし、災害放送その他番組編成上のやむを得ない理由により、上記開始の

時刻又は終了の時刻を変更して放送することがある。 

  

 注５  注５ 

  (1)～(3) （略）   (1)～(3) （同左） 

  (4) 超短波放送、テレビジョン放送又はデータ放送を行う基幹放送の業務の場合 

(1)から(3)までに定めるもののほか、次のアからオまでに掲げる事項について具体的な計

画を定めているときは、併せて記載すること。 

  (4) 超短波放送、テレビジョン放送又はデータ放送を行う基幹放送の業務の場合 

(1)から(3)までに定めるもののほか、次のアからエまでに掲げる事項について具体的な計画

を定めているときは、併せて記載すること。 

ア 高精細度テレビジョン放送を行う場合であつて、当該高精細度テレビジョン放送を行わ

ない時間帯に標準テレビジョン放送を行うときは、一週間当たりの放送時間全体(当該高精

細度テレビジョン放送を行わない時間帯に二以上の標準テレビジョン放送を行う場合は、

当該標準テレビジョン放送のうち一週間当たりの放送時間が最も長いものの放送時間及び

当該高精細度テレビジョン放送の放送時間の合計をいう。)における当該高精細度テレビジ

ョン放送の放送時間の占める割合 

   ア （同左） 

イ 超高精細度テレビジョン放送を行う場合は、一週間当たりの放送時間全体における超高

精細度テレビジョン放送(当該超高精細度テレビジョン放送の水平方向及び垂直方向の輝

度信号の画素数と同等以上の水平方向及び垂直方向の輝度信号の画素数を有する超高精細

度カメラ等により制作・編集された番組を放送するものに限る。)に係る放送時間の占める

割合 

    

   ウ 高精細度テレビジョン放送を行う場合は、一週間当たりの放送時間全体における高精細

度テレビジョン放送(ハイビジョンカメラ等により制作・編集された番組を放送するものに

限る。)に係る放送時間の占める割合 

   イ 高精細度テレビジョン放送を行う場合であつて、一週間当たりの放送時間全体における高

精細度テレビジョン放送(ハイビジョンカメラ等により制作・編集された番組を放送するもの

に限る。)に係る放送時間の占める割合 

   エ・オ （略）    ウ・エ （同左） 

  (5)・(6) （略）   (5)・(6) （同左） 



 

 注６・注７ （略）  注６・注７ （同左） 

  

別表第七の一号（第65条第１項関係） 別表第七の一号（第65条第１項関係） 

第１ 地上基幹放送に係る事業計画書 第１ 地上基幹放送に係る事業計画書 

（表略） （同左） 

注１ （略） 注１ （同左） 

注２ 事業計画書の別紙記載等は、次によること。また、同欄の□には、注１の表の区分に従つ

て該当する事項にレ点を付けること。 

 注２ 事業計画書の別紙記載等は、次によること。また、同欄の□には、注１の表の区分に従つ 

て該当する事項にレ点を付けること。 

 (1)～(8) （略） (1)～(8) （同左） 

(9)  別紙(9)は、放送番組表及び他から供給を受ける放送番組の放送時間（臨時目的放送を専

ら行う基幹放送事業者の場合を除く。）について、次のアからオまでの様式により記載する

こと。 

(9)  別紙(9)は、放送番組表及び他から供給を受ける放送番組の放送時間（臨時目的放送を専ら

行う基幹放送事業者の場合を除く。）について、次のアからエまでの様式により記載すること。 

   ア～オ （略）   ア～オ （同左） 

  

別表第七の二号（第65条第１項関係） 別表第七の二号（第65条第１項関係） 

第２ 衛星基幹放送に係る事業計画書 第２ 衛星基幹放送に係る事業計画書 

  事業計画書   事業計画書   

 

長 
 
 

辺 

 （別紙） 

□⑴ 経営形態及び資本又は出資の額 

□⑵ 事業開始までに要する用途別資金及びその調達方法 

□⑶ 主たる出資者及び議決権の数 

□⑷ ３分の１を超える議決権を有する者に関する事項 

□⑸ 10分の1を超える議決権を有する他の地上基幹放送事業者又は３分の１を超

える議決権を有する他の衛星基幹放送事業者若しくは他の移動受信用地上基幹

放送事業者に関する事項 

□⑹ 役員に関する事項 

□⑺ 放送番組の編集の基準 

□⑻ 放送番組の編集に関する基本計画 

□⑼ 週間放送番組の編集に関する事項 

□⑽ 放送番組の審議機関に関する事項 

□⑾ 放送番組の編集の機構及び考査に関する事項 

□⑿ 災害放送に関する事項 

□⒀ 試験、研究又は調査の方法及び具体的計画 

□⒁ 試験の方法及び具体的計画 

□⒂ 将来の事業予定 

□⒃ 基幹放送の業務を行う事業と併せ行う事業及び当該事業の業務概要 

 

長 
 
 

辺 

 （別紙） 

□⑴ 経営形態及び資本又は出資の額 

□⑵ 事業開始までに要する用途別資金及びその調達方法 

□⑶ 主たる出資者及び議決権の数 

□⑷ ３分の１を超える議決権を有する者に関する事項 

□⑸ 10分の1を超える議決権を有する他の地上基幹放送事業者又は３分の１を超え

る議決権を有する他の衛星基幹放送事業者若しくは他の移動受信用地上基幹放

送事業者に関する事項 

□⑹ 役員に関する事項 

□⑺ 放送番組の編集の基準 

□⑻ 放送番組の編集に関する基本計画 

□⑼ 週間放送番組の編集に関する事項 

□⑽ 放送番組の審議機関に関する事項 

□⑾ 放送番組の編集の機構及び考査に関する事項 

□⑿ 災害放送に関する事項 

 

 

□⒀ 将来の事業予定 

□⒁ 基幹放送の業務を行う事業と併せ行う事業及び当該事業の業務概要 

  

       

短          辺     (日本工業規格Ａ列４番によること。) 短          辺     (日本工業規格Ａ列４番によること。) 



 

注１ 別紙について、次の表の区分に従い、別葉として提出すること。 

区別 提出する別紙 備考 

１ 認定の申請

の場合 

⑴ （注１） 

⑵ （注２）（注３） 

⑶ （注２）（注３） 

⑷ （注２）（注３）（注４） 

⑸ （注２）（注３）（注４） 

⑹ （注２） 

⑺ （注３）（注４）（注５） 

⑻ （注４）（注５） 

⑼ 

⑽ （注３）（注４）（注５） 

⑾ （注４）（注６） 

⑿ （注３） 

⒀ （注７） 

⒁ （注８） 

⒂ （注２）（注３）（注４） 

⒃ （注２）（注３）（注４） 

（注１） 協会及び学園の基幹放送の業務

の場合は、経営形態については記

載を要しない。 

（注２） 協会の基幹放送の業務の場合は

、提出を要しない。 

（注３） 学園の基幹放送の業務の場合は

、提出を要しない。 

（注４） 臨時目的放送を専ら行う基幹放

送の業務の場合は、提出を要しな

い。 

（注５） 法第８条に規定する経済市況、

自然事象及びスポーツに関する

時事に関する事項その他総務省

令で定める事項のみを放送事項

とする放送を専ら行う基幹放送

の業務の場合は、提出を要しない

。 

（注６） 学園の基幹放送の業務の場合は

、考査に関する事項については記

載を要しない。 

（注７） 衛星基幹放送試験局を用いて行

う基幹放送の業務に限る。 

（注８） 基幹放送を行う実用化試験局を

用いて行う基幹放送の業務に限

る。 

（注９） 当該変更により事業計画書に重

大な変更があるときに限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 認定の変更

の申請の場合 

⑴ （注１）（注９） 

⑵ （注２）（注３）（注９） 

⑶ （注２）（注３）（注９） 

⑷ （注２）（注３）（注４） 

（注９） 

⑸ （注２）（注３）（注４） 

（注９） 

⑹ （注２）（注９） 

⑺ （注３）（注４）（注５） 

（注９） 

⑻ （注４）（注５）（注９） 

⑼ （注９） 

⑽  （注３）（注４）（注５） 

（注９） 

⑾ （注４）（注６） 

⑿ （注３） 

⒀ （注７） 

⒁ （注８） 

⒂  （注２）（注３）（注４） 

（注９） 

⒃  （注２）（注３）（注４） 

（注９） 

注１ （同左） 

区別 提出する別紙 備考 

１ 認定の申請

の場合 

⑴ （注１） 

⑵ （注２）（注３） 

⑶ （注２）（注３） 

⑷ （注２）（注３）（注４） 

⑸ （注２）（注３）（注４） 

⑹ （注２） 

⑺ （注３）（注４）（注５） 

⑻ （注４）（注５） 

⑼ 

⑽ （注３）（注４）（注５） 

⑾ （注４）（注６） 

⑿ （注３） 

 

 

⒀ （注２）（注３）（注４） 

⒁ （注２）（注３）（注４） 

（注１） 協会及び学園の基幹放送の業

務の場合は、経営形態について

は記載を要しない。 

（注２） 協会の基幹放送の業務の場合

は、提出を要しない。 

（注３） 学園の基幹放送の業務の場合

は、提出を要しない。 

（注４） 臨時目的放送を専ら行う基幹

放送の業務の場合は、提出を要

しない。 

（注５） 法第８条に規定する経済市況、

自然事象及びスポーツに関する

時事に関する事項その他総務省

令で定める事項のみを放送事項

とする放送を専ら行う基幹放送

の業務の場合は、提出を要しな

い。 

（注６） 学園の基幹放送の業務の場合

は、考査に関する事項について

は記載を要しない。 

 

 

 

 

 

（注７） 当該変更により事業計画書に

重大な変更があるときに限る。

 

２ 認定の変更

の申請の場合 

⑴ （注１）（注７） 

⑵ （注２）（注３）（注７） 

⑶ （注２）（注３）（注７） 

⑷ （注２）（注３）（注４） 

（注７） 

⑸ （注２）（注３）（注４） 

（注７） 

⑹ （注２）（注７） 

⑺ （注３）（注４）（注５） 

（注７） 

⑻ （注４）（注５）（注７） 

⑼ （注７） 

⑽  （注３）（注４）（注５） 

（注７） 

⑾ （注４）（注６） 

⑿ （注３） 

 

 

⒀  （注２）（注３）（注４） 

（注７） 

⒁  （注２）（注３）（注４） 

（注７） 



 

３ 認定の更新

の申請の場合 

⑴ （注１） 

⑶ （注２）（注３） 

⑷ （注２）（注３） 

⑸ （注２）（注３） 

⑹ （注２） 
 

３ 認定の更新

の申請の場合 

⑴ （注１） 

⑶ （注２）（注３） 

⑷ （注２）（注３） 

⑸ （注２）（注３） 

⑹ （注２） 

注２ 

(14) 別紙(16)は、兼営する事業及び他の事業への出資について、次の様式により記載すること。

（略） 

注２ 

(14) 別紙(14)は、兼営する事業及び他の事業への出資について、次の様式により記載すること。 

（略） 

  

別表第六十一号（第 189 条第１項関係） 別表第六十一号（第 189 条第１項関係） 

(1) 別紙(1)は、次の様式により記載すること。 

   ア 既存の株式会社の場合  

注１ （略） 

注２ 申請対象会社が、一以上の地上基幹放送事業者をその子会社とし、二以上の基幹放送

事業者をその関係会社としようとする会社である場合は、次の書類を添付すること。 

    （ア）～(オ) （略） 

(1) 別紙(1)は、次の様式により記載すること。 

   ア 既存の株式会社の場合  

注１ （略） 

注２ 申請対象会社が、二以上の基幹放送事業者をその子会社としようとする会社である場合

は、次の書類を添付すること。 

    （ア）～(オ) （略） 

  

 


